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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第２区分
【発行日】平成26年5月29日(2014.5.29)

【公開番号】特開2012-220901(P2012-220901A)
【公開日】平成24年11月12日(2012.11.12)
【年通号数】公開・登録公報2012-047
【出願番号】特願2011-89686(P2011-89686)
【国際特許分類】
   Ｇ０２Ｂ  15/167    (2006.01)
   Ｇ０２Ｂ  13/18     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０２Ｂ  15/167   　　　　
   Ｇ０２Ｂ  13/18    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成26年4月11日(2014.4.11)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００８】
　本発明のズームレンズは、物体側から像側へ順に、正の屈折力を有しズーミングのため
には移動しない第１群、負の屈折力を有しズーミングに際して移動する第２群、正の屈折
力を有しズーミングに際して移動する第３群、正の屈折力を有しズーミングのためには移
動しない第４群で構成されるズームレンズにおいて、前記第１群は、合焦のためには移動
しない第１ａ群と、正の屈折力を有し合焦に際して移動する第１ｂ群を有しており、前記
第１ａ群は負正正の屈折力を有する３枚のレンズで構成され、前記第１ａ群の負レンズの
像側の面の曲率半径をＲ１２、前記第１ａ群の物体側の正レンズの物体側の面の曲率半径
をＲ２１とし、前記第１群の焦点距離をｆ１、望遠端の焦点距離をｆｔとしたとき、
　　０．５＜｜（Ｒ１２＋Ｒ２１）／（Ｒ１２－Ｒ２１）｜＜４０
　　２．５＜ｆｔ／ｆ１＜４．７
なる条件を満足することを特徴としている。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１３】
　図１は本発明の実施例１（数値実施例１）のズームレンズの広角端（焦点距離、ｆ＝８
．２ｍｍ）で無限遠物体に合焦している状態におけるレンズ断面図である。図２Ａは数値
実施例１の広角端における無限遠合焦時の収差図、図２Ｂは中間のズーム位置（焦点距離
）ｆ＝３２０ｍｍにおける無限遠合焦時の収差図、図２Ｃは望遠端ｆ＝７３８ｍｍにおけ
る無限遠物体に合焦時の収差図である。但し、焦点距離は数値実施例の値をｍｍ単位で表
したときの値である。これは以下の各実施例において全て同じである。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１４
【補正方法】変更
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【補正の内容】
【００１４】
　図３は本発明の実施例２（数値実施例２）のズームレンズの広角端（ｆ＝８．７ｍｍ）
、無限遠物体に合焦している状態におけるレンズ断面図である。図４Ａは数値実施例２の
広角端における無限遠合焦時の収差図、図４Ｂは中間のズーム位置（焦点距離）ｆ＝３０
０ｍｍにおける無限遠合焦時の収差図、図４Ｃは望遠端ｆ＝１０４４ｍｍにおける無限遠
物体に合焦時の収差図である。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１５】
　図５は本発明の実施例３（数値実施例３）のズームレンズの広角端（ｆ＝９．０ｍｍ）
、無限遠物体に合焦している状態におけるレンズ断面図である。図６Ａは数値実施例３の
広角端における無限遠合焦時の収差図、図６Ｂは中間のズーム位置（焦点距離）ｆ＝３２
０ｍｍにおける無限遠合焦時の収差図、図６Ｃは望遠端ｆ＝８１０ｍｍにおける無限遠物
体に合焦時の収差図である。
【手続補正５】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側から像側へ順に、正の屈折力を有しズーミングのためには移動しない第１群、負
の屈折力を有しズーミングに際して移動する第２群、正の屈折力を有しズーミングに際し
て移動する第３群、正の屈折力を有しズーミングのためには移動しない第４群で構成され
るズームレンズにおいて、
　該第１群は、合焦のためには移動しない第１ａ群と、正の屈折力を有し合焦に際して移
動する第１ｂ群を有し、該第１ａ群は物体側から順に負正正の屈折力を有する３枚のレン
ズで構成され、該第１ａ群の負レンズの像側の面の曲率半径をＲ１２、該第１ａ群の物体
側の正レンズの物体側の面の曲率半径をＲ２１、該第１群の焦点距離をｆ１、該ズームレ
ンズの望遠端の焦点距離をｆｔとしたとき、
　　０．５＜｜（Ｒ１２＋Ｒ２１）／（Ｒ１２－Ｒ２１）｜＜４０
　　２．５＜ｆｔ／ｆ１＜４．７
なる条件を満足することを特徴とするズームレンズ。
【請求項２】
　広角端から望遠端へのズーミングの際に、前記第２群および前記第３群が、結像倍率－
１倍の点を同時に通過することを特徴とする請求項１に記載のズームレンズ。
【請求項３】
　前記第１ａ群の負レンズの物体側の面の曲率半径をＲ１１としたとき、
　　－０．２＜（Ｒ１１＋Ｒ１２）／（Ｒ１１－Ｒ１２）＜１．０
なる条件を満足することを特徴とする請求項１又は２に記載のズームレンズ。
【請求項４】
　前記第１群の後側主点位置をＯｋ１、前記第１群と第２群の広角端における主点間隔を
Ｌ１ｗとしたとき、
　　－７．０×１０－２＜Ｏｋ１／ｆ１＜－３．０×１０－２

　　６．０×１０－２＜Ｌ１ｗ／ｆ１＜１．０×１０－1

なる条件を満足することを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項に記載のズームレン
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ズ。
【請求項５】
　前記第１ａ群の２枚の正レンズの合成焦点距離ｆ１ａｔ、前記第１ａ群の像側の正レン
ズの焦点距離をｆ１ａｉとしたとき、
　　１．５＜ｆ１ａｔ／ｆ１ａｉ＜３．５
なる条件を満足することを特徴とする請求項１乃至４のいずれか１項に記載のズームレン
ズ。
【請求項６】
　前記第１群の正レンズの平均アッベ数をνｐ、前記第１群の負レンズの平均アッベ数を
νｎとしたとき、
　　９０＜νｐ＜１００
　　３０＜νｎ＜４０
　　５６＜νｐ－νｎ＜６０
なる条件を満足することを特徴とする請求項１乃至５のいずれか１項に記載のズームレン
ズ。
【請求項７】
　請求項１乃至６のいずれか１項に記載のズームレンズと、
　該ズームレンズによって形成された像を受光する固体撮像素子と、を有することを特徴
とする撮像装置。
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